



















































3 日立地域の独立系企業として，以下で取り上げる TMP 社に言及した数少ない先行研究とし
て，関満博「震災復興に向かう日立・ひたちなか地区の中小企業」（『JOYO ARC』2011 年
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の側面に注目しつつ，第 1 節において，TMP 社の概要について説明した後，同
社が創業した際の経緯と経営スタンスの特徴について明らかにする。






















企業を創業時期別にみた場合にも，1945 年以前：5.8%，1945-54 年：17.3％，1955-64 年：

















20 号，1996 年，14 ～ 15 頁を参照されたい。
表１　TMP 社・会社概要
社 名（株）TMP（ティー・エム・ピー）
創 業 1982 年 4 月 1 日
本 社 茨城県日立市大和田町
資 本 金 5,000 万円
代 表 者（代表取締役社長）高橋一雄
従 業 員 40 名
事 業 内 容
1. パーツフィーダー （部品自動整列装置） の開発， 設計， 製造， 販売
2. アルミスライダー・モータースライダーの開発， 設計， 製造， 販売
3. 直交ロボットの開発，設計，製造，販売
4. FA （自動組立装置， 選別装置， 検査装置等） の開発， 設計， 製造， 販売
取 引 先
国内大手約 50 社 （全体の約 7 割）
その他 200 社
内 外 比 率 国内：99％，海外：1％
（資料） 「JIR NEWS」2008 年および TMP 社，茨城県中小企業振興公社ホームページ情報
（2016 年 9 月 5 日現在）により作成。
（注） 内外比率は 2008 年時点。
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1984 年 11 月
1986 年 7 月
1986 年 12 月
1988 年 3 月
1988 年 4 月
1990 年 12 月
1991 年 6 月
1992 年 10 月
1992 年 12 月
1993 年 3 月




1998 年 3 月
1998 年 10 月
1999 年
2001 年
2002 年 3 月
2002 年 10 月
2003 年 4 月
2003 年 7 月
2004 年 4 月
2005 年
2006 年
2008 年 1 月
2009 年 2 月



































（財） 日立地区産業支援センターより 10 周年記念功労者として表彰される
グリス付 O リング用パーツフィーダー完成

































資本参加 2 1 1 1
協同組合員 7 9
一次下請 6 7 16 8 6 8 1
二次下請 2 4 1 5 3 2
小 計 （a） 13 20 16 13 7 14 4 3  
（構成比１） 86.7 80.0 94.1 86.7 63.6 100.0 100.0 75.0  
独 立 系（b） 2 5 1 2 4 1 1
（構成比 2） 13.3 20.0 5.9 13.3 36.4   25.0 100.0
総 計 （a+b） 15 25 17 15 11 14 4 4 1
（出所） 早稲田大学社会科学研究所『「転換期」における中小企業の労働問題』1991 年，
247 頁より作成。
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たので退職金はわずかでした。年が明けてから 3 ～ 4 ヶ月ほどは設計図面を
書くアルバイトをしました。今から 26 ～ 7 年前の話ですが，図面だけ書い
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この点を TMP 社にそくしてみてみると，同社の場合，第 1 節で指摘したよ





ventures review』第 1 号，1999 年），57 ～ 60 頁による。
106 平　沢　照　雄
うに，顧客との直接取引を基本として，顧客（＝ユーザー）からの情報（上























































































6 万から 20 ～ 30 万まで，パーツフィーダーは 20 ～ 30 万から 120 ～ 130 万，
自動機械は 200 ～ 300 万から数千万円まであります。
そこで，以上の展開を，表２をもとに具体的にみてゆきたい。第 1 に，パー
ツフィーダーに関しては，1986 年に開発を開始し，1988 年に同製品の基本と
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1992 年にロボットレール（Z および X ガイド）が完成した。その後，1993 ～
95 年および 2004 年に短軸，超小型，大型，超大型のスライダーを次々と開発し，
シリーズ化している。





品分野では 2002 年に納豆のパック機，2003 年に自動製麺カット機を開発し，
2006 年には乾麺高速切断・箱詰め装置の標準型を完成するに至っている 19。
18 写真２にあるように，直交型とはスライド軸（スライダー）が 2 軸あるいは 3 軸で直交す
る形で構成されていることを指す。










その前提として，上記 3 つの主要事業が出揃った時期における TMP 社の製
品別売り上げ比率をみておくと，図１のようになる。先にもふれたように，ス
ライダーは 5 ～ 6 万から 20 ～ 30 万円，パーツフィーダーは 20 ～ 30 万から
120 ～ 130 万円，自動機械は 200 ～ 300 万から数千万円の価格帯にあり，製品
による。一方，住宅機器に関しては，同社のスライダーを応用して自動ドアやキッチン製
品の開発を進めたが，実現するには至らなかったとのことである（「聞き取り調査」）。
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る点である。例えば，クラインとローゼンベルクは，第 2 次世界大戦以降，製品開発は， 
Research → Development → Production → Marketing の順に一方通行的に展開される“linear 
model”が受容されてきたとする。しかし，それは実態を的確にとらえるものではなく，R，D，
P，M の間にはインタラクティヴな情報の流れと協力関係がみられるとして，linear model
に代わる “chain-linked model”を提唱している（Stephen J. Kline and  Nathan Rosenberg, "An 
Overview of Innovation" in Ralph Landau and Nathan Rosenberg （eds.）, The positive sum strategy 


























































第 4 として，こうした連続的な製品化の過程で，TMP 社は，（1） 企画，開発
から組立，調整に至るほとんどの工程を内製化するとともに，（2） 納入，メン
テナンスをも含めた技術と人材を社内に逐次蓄積していった。そうした社内体
制は，各工程間でのインタラクティヴな情報のやり取りを活発化させるもので
あり，顧客とのインタラクティヴな情報交換とともに，同社の製品開発と事業
展開を支える基盤となったのである。
およそ以上のようにとらえることができる TMP 社の活動は，転換を迫られ
つつある企業城下町型経済のなかで，どのように位置づけることができるであ
ろうか。グローバル競争下における企業城下町型経済では，海外生産指向を強
める大手中核企業に代わる地域経済活性化あるいは再生の担い手が不可欠と
なっている。
そうしたなかで，当該地域を主要な活動拠点として持続的成長を実現する地
域貢献型中小企業の存在が重要性を増しつつある。しかもこれまでの企業城下
町型と同様に，一社が突出する形で地域経済を主導するというよりも，むしろ
多様な地域貢献型企業群による再生が必要とされているといえる。そうした観
点に立つならば，経営革新により自立化を進める下請企業とともに，革新的企
業活動を展開する TMP のような独立系企業も，地域再生を担うキープレイヤー
＝地域貢献型企業の 1 つとして位置付け注目することができよう。
［付記］本研究に関して，聞き取り調査および資料提供にご協力くださった
高橋一雄社長ならびに TMP 社に対して感謝の意を表したい。また本誌査
読担当の方々から貴重なコメントを賜った。本研究は，日本学術振興会
（JSPS）科研費（課題番号 26380419）の助成を受けた研究成果の一部である。
